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１ 日本の都市における課題

　日本では、戦後から高度経済成長期にかけて急速に拡
大した都市の諸問題への対応を経て、2000 年代以降に
は逆に人口減少や少子高齢化社会を迎えたことで、比較
的大規模な都市であっても人口減少が顕著に進んでい
る。このような状況の中、空き地・空き家の急増や道路
などインフラの老朽化による都市基盤の衰退が危惧され
ており、都市機能を管理する担い手自体も不足している。
さらに近年では、台風や豪雨などによってさまざまな自
然災害が頻発しており、日常的な都市機能の維持に加え、
災害リスクも踏まえたまちづくりが求められている。
　都市に住まう市民に目を向けると、そのライフスタイ
ルや価値観が多様化しつつある。これまで都市的機能が
高度に集積されてきたことにより、利便性の高かった消
費行動や交流活動、あるいは職場環境でさえも、インター
ネットを介したサービスの普及と新型コロナウイルス感
染症（COVID-19）を契機に、その働き方・住まい方
が根本的に問い直されるようになった。
　このように、複雑化・多様化する都市空間の現状に対
して、多様な方法で収集可能な位置に基づくデジタル
データ、すなわち地理空間情報や、その視覚化手法とし
てのデジタル地図・地理情報システム（GIS）を活用す
ることで、都市の将来を担う多様な人々の協働によるま
ちづくり等を実践する「参加型 GIS」　 が日本でも重
要になってきている。そこで本稿では、日本の都市計画
行政における GIS の導入経緯を概観しつつ、筆者がこ
れまで関わった研究プロジェクト等によるデータを活用
した新たなまちづくり活動に関する実例を紹介したい。

２ 都市におけるGISの導入と意義
　まちづくりの基本となるような日本の都市施設管理

や都市計画行政において、GIS が活用され始めたのは、
いつごろからであろうか。例えばインフラに関しては、
1970 年の天六ガス爆発事故を契機とするガス会社によ
る設備管理マッピングシステムの開発（主に 1980 年
代）、道路に関しては 1990 年代に整備され始めたデジ
タル道路地図などが代表例である※２。本格的な GIS の
導入に関しては、2000 年代初頭からの政府による ICT
政策「e-Japan 戦略」に伴い、行政や都市計画分野で
は、地方自治体の複数の部局が利用する地理空間情報を
共用的・統合的に管理する「統合型 GIS」や「都市計画
GIS」の導入が進められ、「統合型 GIS」は 2013 年に都
道府県で 40.4%、市区町村で 44.8% の導入に至った※３。
　都市全体の計画策定に関わるデータ、すなわち地理空間
情報の整備は、1968 年に施行された都市計画法第６条に
基づき行われる都市計画基礎調査がその代表例である。こ
の調査では、主に都市計画区域について、おおむね５年ご
とに、人口規模・産業分類別の就業人口規模・市街地の面積・
土地利用・交通・景観等の現況および将来の見通しについ
て調査を行うもので、これらのデータから実際の用途地域
などが決定・変更されているほか、現在では県や市単位で
一部の図面や GIS データとして提供されている。
　このように、都市計画に関わる地図・図面と GIS は、
行政分野のまちづくりにおいて比較的早くから使われて
きた。他方、その活用は都市計画に関する専門的な用途
にとどまる場合が多い。また、市民がさまざまな目的で
日常的に活用するにはデータに対する基礎知識などのリ
テラシーが必要とされてきたこともあり、十分進んでい
るとは必ずしもいえない。

３ 参加型まちづくりのための
　 デジタルデータの活用

　ところで、市民が都市におけるさまざまな課題に対し
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て、デジタルツールを用いることで、まちの当事者として
将来の都市を考えるきっかけを得ることや、まちづくりに
対して何かの貢献を行うことは可能であろうか。その一
助とすべく、筆者らが主に東京大学空間情報科学研究セ
ンター内で取り組んできたプロジェクトを２つ紹介する。

（１）都市の将来像可視化ツール「My City Forecast」

　１つ目の事例は、身近な地域の将来について、人口や
主要な施設の将来的な推計結果をウェブ地図上に 500m
区画（Ver.1.0）または町丁目 (Ver.2.0) 単位で可視化す
ることができる「My City Forecast（MCF）」※４である

（ 図１  ）。このツールは、現状の人口分布・施設配置デー
タを基に、2015 ～ 2040 年に想定される居住地域の環
境を可視化し、例えば将来も同じような都市構造になっ
た場合、市民の暮らす環境や人口の分布がどのように変
わるのかを示すことができる。2022 年９月時点で、将来
推計のデータを取得可能な全国の 1672 自治体の状況を
誰でもウェブサイトを通じて閲覧できる。
　筆者らはこのサービスを開発した直後から、複数の地
方自治体で、このサービスを基にまちの将来計画につい
て市民協働で考えるためのワークショップを複数回開催
し、コミュニケーションツールとしての機能改良を行って
きた。また、2019 年から静岡県裾野市・富山県南砺市の
協力を得て、地域の公共交通や公共施設の配置といった
具体的なテーマに関する検討ツールの一つとしても MCF
が活用された。
　MCF は将来推計の数値と地図上の分布が直感的に可
視化され、2015 〜 2040 年までの時間軸に伴う推移も
表示できる点が大きな特徴である。市民にとってはみず
からの居住地域周辺の状況を地図化されたデータを通し

て実感できる点が大きい。
（２）市民投稿アプリケーション「My City Report」

　２つ目の事例は、例えば「道路上に穴が空いている」
など、電話などで自治体の窓口に多数寄せられていた市
民からの通報を、スマートフォン上の地図アプリケーショ
ンを介して行う「My City Report（MCR）」※５である 

（ 図２  ）。従来の市民通報は、現地の位置情報や具体的
な状況があいまいであり、確認に時間や手間を要するこ
とが多かった。さらに行政による道路巡回でも、小規模
自治体となると、専門知識を有する道路管理者がいない
ことも多く、インフラの劣化に気付かないまま事故が起
こる危険性もある。そこで、MCR では、ふだんから地
域で生活する市民の目線で、不具合のある箇所を地図上
の位置と現場の写真等により共有し、内容によっては市
民みずからがボランティアの一員として解決した結果を
発信することができる。このアプリケーションを開発す

るきっかけとなったのが、欧米で先
行する「Open311」とよばれるも
ので、非緊急通報を示すニューヨー
ク市のダイヤル 311 に端を発するも
のである。日本でも、全国の自治体
に先駆けて、千葉県千葉市が「ちば
レポ」※６を 2013 年より開発・導入
したことで、デジタルによる新しい
市民参加の一つとして注目された。
　MCR は、 2016 年度より千葉市
をはじめとする地方自治体の協力の
下で、市民通報機能の高度化や情報
連携、さらには道路管理者向けの道
路損傷自動抽出ツールなどを新たに

図１　裾野市の2040年の人口推計（500mメッシュ）
東京大学空間情報科学研究センター「My City Forecast（Ver.1.0）」より引用。

図２　千葉市の市民投稿画面の一例
My City Reportコンソーシアム「My City Report（ちばレポ）」より引用。
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備えるための研究開発を続け、2019 年度からは市民投
稿アプリケーションを大幅にリニューアルし、参加自治
体の会費による自主財源での運営（MCR コンソーシア
ム）を開始した。千葉市以外にも東京都や神奈川県など
が新たに加わり、2022 年 10 月時点で 32 自治体（う
ち市民投稿アプリは 28 自治体で実施）に採用され、該
当地域における道路等の諸課題に対して、アカウント登
録を行うことで基本的には誰でも投稿に参加できるよう
になっている。

４ 持続可能な都市に向けた
　 情報の高度化と活用

（１）３次元都市モデルの活用

　私たちが都市の現状を的確に理解したうえで、持続可
能なまちづくりを実現するためには、一つの自治体内の
データにとどまらず、同規模の自治体のデータと比較す
ることや、都市内部のミクロな建造環境・インフラの現
状を、可能な限り詳細に把握できることが肝要である。
　このような、都市空間のデジタル化と情報共有・活用
を目的に、2020 年より始まった Project P

プ ラ ト ー
LATEAU（以

下、PLATEAU）※７は、主に都市計画に資する３次元
都市モデルのデータ整備・標準化とオープンデータ化、
これらのデータを使った社会課題解決のユースケース開
発を、複数の地方自治体や民間企業等の参画により国土
交通省が新しく主導したプロジェクトである。
　PLATEAU は、2022 年３月時点で国内 56 都市を
対象に、全域または都市計画区域等の一定区域内にお
ける建物単位の形状・高さ情報を付与した形状データ

と建物用途・構造・面積等の属性データから構成され、
「CityGML」※８とよばれる国際標準規格で、オープン
データとして「Ｇ空間情報センター」から提供されてい
る。また、図３  に示すような簡易的な３次元ビューワ
もウェブサイトを通じて利用可能である。同様のデータ
を用いたウェブ地図は、「東京都デジタルツイン実現プ
ロジェクト」内の「3D モデルでみる東京」でも採用さ
れている。
　特に PLATEAU の建物データは、３次元形状を伴っ
たオープンデータであり、データを変換することで CG
ソフトウェアに代表されるモデリングツールに取り込
むことができる。そこで、2022 年度に実施されている
PLATEAU の実証事業では、XR（クロスリアリティ）※９

による観光ガイドや各種行動シミュレーション、ドロー
ンの運行シミュレーションなど多方面での活用が試行さ
れている※ 10。このような取り組みは、今後の都市計画
やまちづくりにおいてさまざまな可能性を秘めている。
例えば、太陽光発電ポテンシャルの推計や災害リスクの
可視化など、遠隔地からであっても同時に多くの人々が
都市空間の状況を多角的な視点でとらえられる。また、
風・温熱環境シミュレーションによるスマートタウン開
発の適地選定など、開発前の段階で仮想的に影響評価を
算定することで、都市空間で起こりうるさまざまな諸問
題に対して事前に検討できるようになる。

（２）高精度な３次元点群データの活用

　都市内部のみに限定されない広域での３次元データの
整備については、静岡県が県土全域を対象に 2019 年よ
り開始した「VIRTUAL SHIZUOKA」が好例として挙

げられる。これは、災害復旧の迅
速化やインフラの維持管理、観
光コンテンツへの利用などを目
的に、地表面や建物等の航空レー
ザ計測（Laser Profiler：LP）や、
水 中・ 海 岸 の 航 空 レ ー ザ 測 深

（Airborne Laser Bathymetry：
ALB）、さらには主要道路を移
動 計 測 車 両（Mobile Mapping 
System：MMS）で計測した３次
元点群データをオープンデータ化
するもので、先述の PLATEAU
と同様に「Ｇ空間情報センター」
より図郭単位でダウンロード可能
である※ 11。最もカバー範囲の広

図３　新宿駅周辺の3D都市モデル
国土交通省「PLATEAU View」より引用。建物用途ごとに着色。
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い LP は、計測密度は 16 点 /m2 以上であり、2019 年度
に取得された富士山南東部・伊豆東部の 1,050 km2 をは
じめ県土全域で取得されている。
　これらの３次元点群データは、インフラの点検・管
理の基礎データにとどまらず、2021 年７月に静岡県熱
海市で発生した大規模な土石流災害でも有効活用され
た。この災害発生直後より民間企業による協力の下、ド
ローンによる動画撮影や ALB 計測データなど、多数の
被災後のデータが即座にオープンデータとして公開され 

（ 図４  ）、被災前のデータと比較することで、具体的な
被害状況や盛り土の存在が明らかとなった。これは、災
害の専門家など県庁外部の有志を中心とする「静岡点群
サポートチーム」による尽力が大きく、災害からの復旧・
復興を検討するうえで基礎資料になった。このような取
り組みが可能だったのは、３次元データが自治体での業
務を超えてオープンデータになっていることで、突発的
な事象でも迅速に利用可能であったことや、災害前から
関係者の連携を通じてデータを活用するコミュニティが
育成されていた点が大きい。

５ 都市における地理空間情報の
　 さらなる活用に向けて

　日本の都市空間やまちづくりに関する地理空間情報
は、これまでも多岐にわたって整備されてきた。他方、
これらのデータの活用について地方自治体はどのように
認識しているのだろうか。その実態として、国土交通省
により全国の市区町村に対する活用状況調査が 2020 年
11 月に実施された※ 12。集計結果によれば、活用する意
向を示した自治体は 755（有効回答 1,147）で全体の
約 66％であり、想定する用途として計画・整備におけ
る都市マスタープラン策定や立地適正化計画・防災計画
等の方針検討、さらには歩行空間・駅周辺のまちづくり
検討など地区レベルでの計画に関心があることが分かっ
た。他方、実際に都市計画・まちづくり業務で官民両方
のデータを活用している自治体は 85（有効回答 1,727）
で全体のわずか５% 程度にとどまった。この理由とし
て、データへの理解欠如や専門的人材不足が指摘されて
おり、データの利用意向と実際の利活用が伴っていない
と推察される。また、データの高度利用については、都
市空間の広い範囲を対象とした精密なデータ蓄積への期
待が高まる一方、データの大規模化やクラウド環境に耐
えうる情報端末の環境整備も急務であり、地方自治体の
現場でも大きな課題である。

　このようにデータを活用したまちの課題発見や参加型
まちづくりは、その取り組み自体に対して一層の関心が
寄せられると同時に、データに触れる機会も開かれたも
のであることが求められる。また、都市計画の手法自体
も、専門家や自治体内の閉じた関係から、地域に関わる
多様な市民との協働を志向する状況を迎えるなかで、特
に将来のまちづくりを支える地元の高校生など、若い世
代への働きかけや GIS に限らずデータに触れる機会の
さらなる向上が必要である。この結果、都市やまちづく
りに資するデータに対する需要がますます大きくなり、
新しい発想から都市の持続可能性を実現できることを期
待したい。
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図４　静岡県伊豆山地区の発災後の３次元点群データ
静岡県公開データから「CloudCompare」により可視化したもの。


